（付属資料様式１）
※　別添様式２＜別紙１＞と同様の様式ですが、シラバス該当ページの記載欄を設けていますので、記載漏れのないようにしてください。

１．乙の法曹コースの教育課程編成の方針
	乙は、連携法科大学院における教育と円滑に接続するよう体系的かつ段階的に開設するため、次のように本法曹コースの教育課程を編成する。
（法曹コースにおけるカリキュラムポリシーを記載）



２．乙の法曹コースの教育課程
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※1□この中から○単位以上の修得が必要
※2　この中から○単位以上の修得が必要
※3　合計○単位以上の修得が必要

【解説】学位プログラムとして法曹コースを開設する場合は、教養教育に相当する科目は記載せずに単位の合計欄に卒業要件単位数を記載し、「２．乙の法曹コースの教育課程」に記載する科目の最低修得単位数を括弧書きすること。（例：128（86））
[bookmark: _GoBack]法律基本科目（憲法・行政法・民法・商法・民事訴訟法・刑法及び刑事訴訟法に関する分野の科目をいう。以下同じ。）の基礎科目（法科大学院が、既修者認定により一括して履修免除する科目（＝未修者コース１年次に必修科目として開設されている法律基本科目の基礎科目）に限る。）に相当する科目が、法曹コースにおいて、必修科目として段階的かつ体系的に開設されていることが必要であることに留意し、教育課程を編成すること。
また、必ずしも一括して履修免除することとされているわけではない法律基本科目の基礎科目（＝未修者コース２年次に開設されている法律基本科目の基礎科目）に相当する科目についても開設が必要であることに留意し、教育課程を編成すること。
共同開講科目を開設する場合は、当該科目に注を付すなどすること。
各科目の配当時期については、配当が予定される時期を記載することとし、学生の履修方法や年度により若干の変更があったとしても、連携法第７条第１項に基づく協定変更には該当しないこととする。
なお、法曹養成連携協定の変更については、ガイドライン４を参照のこと。
ページ欄には、参照すべきシラバスのページ番号（付属資料④として提出するシラバスのページ番号）を記載すること。
